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Abstract	 

	 本研究では､放射線影響に関するデータの分析方法を批判的に検討し､再分析した｡広島･長崎の

被爆者データについては､被曝線量など連続量のカテゴリ化､個人レベルのデータの層別集計によ

る情報損失､モデル選択のあいまいさ､被曝線量の一次項と二次項を導入したモデルにおける多重

共線性等の問題がある｡公開されているデータを用いて､再分析を行い､情報量基準によってモデル

選択した結果､線形閾値無しモデルと閾値 10mSv 以下のモデルは同等の適合度となった｡このデー

タについては 100mSv あたりに不確実さがあるわけではないといえる｡ハンフォード他米国核関連 3

施設従業者調査(平均被曝量 21-35mSv)について､Gilbert	 et	 al.(1993)は個人データを層別に集計

してトレンド検定やポアソン回帰を行い､放射線被曝量とがん死には有意な関係はないとした｡こ

の個票データについて､｢死因毎の 2 項ロジット･モデル｣｢生存を基準とした多項ロジット･モデル｣

｢タイミングを考慮した比例ハザードモデル｣という個人レベルのモデルで推定したところ､いずれ

も被曝量は正で有意となった｡放射線疫学､生物学分野ではデータが公開されているものがあるこ

とは評価すべきである｡ただし､データ処理や分析には問題がある｡より適切な分析を行うよう､同

分野の専門家への統計教育が必要である｡一方､統計的検定の結果を正しく解釈できるように社会

全般の教育､啓蒙を行うことも重要である｡	 

	 

	 

1.研究の背景と目的	 

	 福島原発核災害以降､下記のようなわかりにくい説明が行われている｡	 

	 ｢100mSv 以下の被ばく線量では、がんリスクが見込まれるものの、統計的な不確かさが大きく疫

学的手法によってがん等の確率的影響のリスクを直接明らかに示すことはできない、とされてお

ります。このように、100mSv 以下の被ばく線量による確率的影響の存在は見込まれるものの不確

かさがあります。1｣	 

	 また広島､長崎被爆者のデータを分析したOzasa	 et	 al.(2012)のアブストラクトは以下のように

記されている｡線形モデルが支持されたのか､閾値モデルが支持されたのかがわかりづらくなって

いる｡	 
	 "The sex-averaged excess relative risk per Gy was 0.42 [95% confidence interval(CI): 0.32, 0.53] for 
all solid cancer at age 70 years after exposure at age 30 based on a linear model.中略 The estimated 
lowest dose range with a significant ERR for all solid cancer was 0 to 0.20 Gy, and a formal dose-
threshold analysis indicated no threshold; i.e., zero dose was the best estimate of the threshold. (Ozasa 
et al., 2012)" 

	 

	 本研究の目的は､以下の 3 点である｡低線量被曝での健康影響がどのように検証されているのか

分析方法について批判的に検討する｡可能ならば再分析を行う｡最後に統計学の放射線低線量被曝

研究への貢献可能性を検討する｡	 

	 

2.｢放射線と健康影響｣データの再分析	 

	 ここでは放射線の健康影響を検討した研究のうち､データが公開されている｢広島､長崎の被爆

者｣｢米国核関連 3 施設従業員｣｢プルトニウム内部被曝マウス実験｣などについて批判的に検討し､

再分析を行う｡その後､福島県での甲状腺検査のデータの分析も行う｡	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
1 原子力安全委員会(H23/5/20)｢低線量放射線の健康影響について	 

http://www.nsr.go.jp/archive/nsc/info/20110520.html 
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1)広島､長崎の被爆者データ	 

	 放射線影響研究所1は 1950 年以降の国勢調査で生存が判明した被爆者を対象にコホートを設定

し､その後も追跡調査している｡Ozasa	 et	 al.(2012)による Report	 14 では 86,611 名のデータに基

づいて被曝量と死亡との関係が分析されている(表 1)｡	 

	 

表 1	 放射線影響研究所被爆生存者寿命調査データ(14 報)の概要	 

	 	 人数	 死亡数	 (1950-2003)	 

	 	 
合計	 固形ガン	 

	 	 
白血病	 ガン以外	 	 	 

被 曝 量

(Sv)	 	 	 	 
胃ガン	 肺ガン	 

	 

心臓病	 外因死	 

~0.005	 53,064	 30,536	 6,340	 1,835	 858	 136	 11,552	 1,535	 

~0.1	 17,381	 10,161	 2,164	 619	 321	 50	 3,910	 467	 

~0.2	 5,569	 3,394	 762	 220	 112	 16	 1289	 152	 

~0.5	 6,962	 4,253	 965	 276	 147	 39	 1606	 200	 

~1.0	 2,006	 1,220	 361	 98	 62	 28	 386	 45	 

~2.0	 1,405	 910	 294	 61	 54	 38	 270	 28	 

2.0+	 224	 146	 43	 16	 4	 11	 41	 5	 

合計	 86,611	 50,620	 10,929	 3,125	 1,558	 318	 19,054	 2,432	 

出所)放射線影響研究所の公開データより集計	 
｢寿命調査	 第 14 報	 がんおよびがん以外の死亡率データ｣	 http://www.rerf.or.jp/library/dl/lss14.html	 

	 

	 

(2)分析の問題点	 

	 この寿命調査 Life	 Span	 Survey データを用いた分析には､いくつかの問題がある｡	 

･連続量のカテゴリ化､個人レベルデータの集計による情報損失	 

	 放射線影響研究所の一連の研究では､被曝量､年齢などの連続量をカテゴライズし､層別に集計し

たデータに､次式のようなポアソン回帰を適用して推定している｡	 

	 

	 過剰相対がん死リスク	 Excessive	 Relative	 Risk	 

λ0(s,a,e)[1+ERR]	 =λ0(s,a,e)[1+ρ(d)*k*exp(θe+αlog(a))]	 

	 

	 ただし､s:性別､	 a:被爆時年齢､e	 :(調査時)到達年齢､d:被曝量､ρ(d):線量-応答関数	 

	 k､θ､α:パラメータ	 

	 

	 連続量の離散化には､どの区間で区切るかという恣意性や情報損失の問題がある(Breslow	 and	 

Day1987)2｡個人レベルのデータの集計についても､情報の損失の可能性がある3｡この点については

次節の米国核関連施設従業員データの分析で確認する｡	 

	 

･モデル選択	 

	 放射線によるリスク評価という観点からは､線量-応答関数 ρ(d)が重要である｡このため､LSS13

報(Preston	 et	 al.	 2003)､14 報(Ozasa	 et	 al.	 2012)では､線型(L)､線型+2 次項(LQ)､2 次項(Q)の

み､閾値を設定して傾きのみを推定する｢(手動)閾値｣モデル､線量ダミー変数モデルを推定してい

る｡Ozasa	 et	 al.(2012)では､さらに境界値 d'より上下で傾きが異なるという線型スプラインモデ

ル､2Gy 以下のサンプルに限定して L､Q､L+Q モデルを推定した｡	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
1 1947 年に米国原子力委員会の資金によって米国学士院（NAS）が設立した原爆傷害調査委員会（ABCC）が 1975 年
に放射線影響研究所に再編された｡(放射線影響研究所｢設立の目的と沿革｣ 
http://www.rerf.or.jp/intro/establish/index.html) 
2 線量については､以下のようにカテゴライズしている(単位は Gy)｡ 
	 (0.005, 0.02, 0.04, 0.06, 0.08, 0.1, 0.125, 0.15, 0.175, 0.2, 0.25, 0.3, 0.5, 0.75, 1.0, 1.25, 1.5, 1.75, 2.0, 2.5 , 3 ) 
3 “The full power of the regression approach to case-control studies is obtained when continuous risk variables are 
analyzed in the original form in which they were recorded, rather than by grouping into intervals whose endpoints 
are often arbitrarily chosen.(Breslow and Day 1987,p.227)” 
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(モデル 1)線形閾値無し(L:LNT)	 	 	 	 β1d	 

(モデル 2)一次+二次関数(LQ)	 	 	 	 	 β1d+β2d
2	 

(モデル 3)二次項のみ(Q)	 	 	 	 	 	 	 β2d
2	 

(モデル 4)(手動)閾値モデル	 	 	 	 	 0	 	 	 	 	 	 	 (d<d’の場合)	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 β2	 (d-d’)	 	 (d≧d’	 の場合)	 

(モデル 5)ダミー変数モデル	 	 	 	 	 線量をカテゴリーダミー変数を用いて推定｡	 

	 (モデル 6)線型スプラインモデル	 	 	 β1d	 	 	 	 	 	 (d<d’の場合)	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 β2(d-d’)	 	 	 (d≧d’	 の場合)	 

(モデル 7)2Gy で屈折モデル(L1Q1)	 	 β1d+β2d
2	 	 	 (d<2Gy)､それ以上の線量のデータは無視	 

	 

	 Ozasa	 et	 al.(2012)では､L､LQ､Q モデルについては尤度比検定されているが､その他のモデルと

は比較されていない｡また､(モデル 7)のように､2Gy 以下のサンプルに限定すると､LQ モデルのあて

はまりが最良となるとしている｡データを捨て去ることには慎重であるべきであり､このような主

張をするには､2Gy 以下では LQ､それ以上についても関数形を想定し､すべてのデータを用いた推定

を行い､(モデル 1)よりもあてはまりが良好であることを示すべきであろう｡	 

	 また､｢(手動)閾値モデル｣では 0.01Gy ずつ､閾値を変化させ推定し､尤度が最大となるものを選

択している｡しかし､このモデルと他のモデルとの適合度は比較されていない｡｢線形スプラインモ

デル｣についても同様に境界値を変化させて推定することによって､例えば 0.1Gy としたときには

線量の係数は有意とはならないが､0.2Gy としたときに 5%水準で有意となることを述べている｡た

だし､これらモデルについては､適合度の比較が全く行われていない｡	 

	 このように､いくつかのモデルが推定されているが､それらの適合度が比較されず､結果を断片的

につなぎ合わせた､前述のようなアブストラクトとなっている｡複数のモデルを推定したならば､適

合度を比較してモデル選択すべきである｡これによって､例えば L モデルが最良となれば､

LNT(Linear	 No	 Threshold)は単なる仮説ではなく､データによって支持されたことになる｡	 

	 

･多重共線性	 

	 これらの研究では､線量-応答関数の非線形性を確認するために､線量 d の 1 次項と 2 次項を同時

に導入している(モデル 2 および 7)｡これは簡単な方法ではあるが､1 次項と 2 次項の相関が高くな

り､多重共線性の問題が生じる可能性があるBreslow	 and	 Day(1987)	 Chattejee	 et	 al.(2000)｡	 

	 LSS14Ozasa	 et	 al.(2012)では､これらの相関係数や推定値の標準誤差などが表示されていない

ものの､L､LQ､Q モデルの推定値をみると､2Gy 未満に限定した L モデルの一次の項の係数は 0.44 だ

が､これに 2 次項を導入した LQ モデルでは､0.22 と大きく低下している｡同様に Q モデルの係数は

0.33 だが､LQ モデルでの二次項の係数は 0.18 と低下している｡このように変数の組み合わせに伴

う不安定な推定結果は､多重共線性の典型的な症状である｡	 

	 公開されているデータを用いて線量の一次項と二次項の相関係数を算出したところ 0.902 であ

った1.これらモデルには多重共線性の問題があるといえる｡1 次項と 2 次項の係数の比 β2/β1 は

DDREF(線量-線量率効果係数)算出の根拠として利用されているUNSCEAR(2006),	 paragraph	 55)｡多

重共線性の生じている不安定な推定値を用いることは不適切であろう.	 

	 

(2)再分析	 

･データとモデル	 

	 放影研で公開されている LSS14 データを用い､固形ガンについて再推定した2｡線量-応答関数は

Ozasa	 et	 al.(2012)で用いられた上述のモデル 1~7 で定式化した｡なお､｢2Gy で屈折｣モデルについ

ては､2Gy 以上のサンプルを捨てるのではなく､2Gy を境界として線形､線形+2 次､2 次に変化すると

いう 3 つのモデルを推定した｡	 

	 なお､これらの研究では閾値や境界値をあらかじめ固定しているが､閾値を直接推定することも

可能である｡	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
1 各セル内の subject をウエイトとして用いた｡ウエイトを用いない場合には 0.943 となる｡ 
2放影研｢寿命調査 第 14 報 がんおよびがん以外の死亡率データ、1950-2003｣ 
http://www.rerf.or.jp/library/dl/lss14.html 
	 このアーカイブには推定に用いた AMFIT スクリプトも一部含まれているので､それを流用した(lss14.scr)｡分析した

出力結果ファイル(lss14.log)も添付されており､LNT モデルについて推定結果が一致することを確認した｡ 
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	 (モデル 8)閾値推定モデル	 	 	 	 	 0	 	 	 	 	 	 	 (d<d’の場合)	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 β2	 (d-d’)	 	 (d≧d’	 の場合)	 (d’を推定)	 

	 

	 モデル 1~7 については､LSS14 データと共に公開されているプログラムを流用して､放射線疫学で

広く用いられている Epicure の AMFIT モジュール(Preston	 et	 al.	 2008;	 RiskSciences	 2014)	 に

よって推定した｡なお､Epicure では尤度や AIC ではなく､乖離度 deviance を出力する｡deviance=-

2LL という関係があるので(Preston	 et	 al.	 2008)､AIC､BIC はそれぞれ次式のように計算できる｡

ここで N はサンプルサイズ､q は推定したパラメータ数である｡	 

	 

	 	 AIC=deviance+	 2q	 

	 	 BIC=deviance+	 q*log(N)	 

	 

	 モデル 8 については AMFIT では推定できないため､統計ソフト R(R	 Development	 Core_Team	 2007)

の optim で尤度関数を最大化することによって推定した(濱岡	 2012)｡	 

	 

･再推定の結果	 

	 推定したモデル､それらの AIC､BIC､推定値と有意水準を示す(表 2)｡まず､AIC については､2Gy 以

下では LQ,2Gy 以上では線型としたモデルが最小となった｡ただし､このモデルには多重共線性の問

題がある｡次いで､線形スプラインで 5mGy を境界値としたモデルの AIC が小さくなった｡ただし､

5mGy よりも低い方の傾きが-22.16 となり､収束しなかった｡これらは AIC は小さいが推定には問題

があるといえる｡だたし､BIC については､これらよりも線型モデル(L)などの方が小さくなっている｡	 

	 AIC については 1~2 以上の差がある場合に有意な差があると考えられる(坂本ら 1983)｡表 2 にあ

るように､これら推定に問題のあるモデルを除くと､AIC もしくは BIC を比較すると全域 L もしくは

閾値を 1~20mGy とした(手動)閾値モデルのあてはまりが最良となる｡	 

	 なお､閾値そのものを推定したところ(モデル 8)､-23mGy となり 10%水準で有意ではなく(t=	 

-0.0876,	 p>0.1)､これよりも線形モデルの方があてはまりは良好であった1｡	 

	 これらを考慮すると推定したモデルの中では L モデルが最良であるといえる｡このデータはもと

もと個人レベルのデータについて､線量などの連続量をカテゴライズし､層別に集計したものであ

る｡線量間でのサンプルの分布をみると､0.005Gy(5mGy)以下に 5 万人が含まれている(表 1)｡低線量

での影響を評価するには､低線量部分のカテゴリを細分化するか､個人レベルでの分析を行うべき

だろう｡	 

	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
1閾値推定モデルは R の optim 関数､それ以外は AMFIT で推定した｡R と Epicure では定義が異なるようであり､AIC､

BIC の比較ができないため､線形モデルについても R の optim で推定したものと比較した｡AIC､BIC とも L モデルの方

が小さくなっており､あてはまりは良好といえる｡ 
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表 2	 被爆者データ(LSS14:固形ガン)の再推定結果	 

	 
注)***:1%水準で有意	 	 *:5%水準で有意	 	 *:10%水準で有意｡	 	 

･Ozasa	 et	 al.(2012)と同様､線量の修飾項には性別､被曝時年齢､到達年齢を導入し､ベースラインに都市､性別､被曝年齢

カテゴリ､到達年齢カテゴリを導入した｡	 

･推定値の欄	 L1､Q1 は閾値(境界値)よりも低い方､L2､Q2 は高い方の ERR の推定値である｡	 

･線形スプライン､(手動)閾値モデルについては閾値(もしくは境界値)を所与として推定した｡	 

･閾値推定モデルは R の optim 関数で対数尤度を最大化することによって推定した｡それ以外は AMFIT で推定した｡これら

は AIC､BIC の定義が異なるので比較はできない｡	 

･最下段の全域 L は閾値推定モデルと比較するため R の optim 関数で推定した結果｡	 

	 

2)	 Hanford 他米国核関連 3 施設従業者調査	 

	 Gilbert	 et	 al.(1993)は米国各関連 3 施設(Hanford､Oak	 Ridge､Rocky	 Flats)従業員のデータを

分析した｡表 3 にあるように 4.5 万人を 40 年以上追跡したデータであり､累積被曝量は平均 21-

36mSv となっている｡これも個人レベルのデータだが､彼らは､被曝量､年齢層などでカテゴライズし､

Mantel	 Haenszel トレンド検定もしくはポアソン回帰を適用した1｡その結果､線量は有意とならな

かったとしている(表 4 左)｡このような分析には､前述のように連続量のカテゴリ化､個人レベルデ

ータの集計による情報の損失という問題がある｡	 

	 これについては匿名化した個票データが公開されており､これに対して個人レベルのモデルを適

用した2｡まず､観測終了までに死亡したか否かについて｢死因毎の 2 項ロジット･モデル｣｢生存を基

準とした多項ロジット･モデル｣で推定を行ったHamaoka(2013a)｡なお､線量は年ごとに記録されて

いるが､Gilbert	 et	 al.(1993)同様､積算線量を用いた｡この他､性別､勤務開始年､施設ダミーなど

を導入した｡	 

	 推定の結果､Gilbert	 et	 al.(1993)では有意とならなかった被曝量が正で有意となった(表 4 右)｡	 

	 さらに､固形ガンについてのみであるが､比例ハザードモデルによって推定した(Hamaoka2014a)｡

その結果､累積線量の係数は正で有意となった(β=0.097,z=3.11,p<0.01｡推定結果は省略)｡このモ

デルの AIC は 42,674 であった｡カテゴリ化の影響を確認するために､線量を Gilbert と同様 16 ダ

ミー変数によって推定した｡その結果､AIC は 42,694 となりモデルの適合度が低下した｡	 

	 さらに､これまでの研究では､時系列で記録された被曝量を単純に累積している｡その妥当性を検

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
1 ポアソン回帰については被爆者データと同じく Epicure の AMFIT を用いている｡｡ 
2	 米国エネルギー省	 Comprehensive Epidemiologic Data Resource (CEDR)｡下記のページから申請すれば利用可能

である｡	 https://www3.orau.gov/CEDR/ 
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討するため､時系列での被曝パターンを分類して被曝量との交互作用を導入した1｡その結果､モデ

ルのあてはまりが向上し､1950 年代後半に被曝した者のリスクが有意に高くなった｡時系列での被

曝量も単に累積するのではなく､被曝パターンを考慮することが必要である｡	 

	 

表 3	 Hanford 他 3 施設データの概要	 

	 
注)分析対象は一年間に 250mSv 以上を被曝した者､従業期間 6 ヶ月未満の者等を除く｡	 

	 

	 

表 4	 ハンフォード等従業者データの推定結果	 

	 
(a)	 Mantel-Haenszel	 方による傾向性の検定	 (Gilbert	 et	 al.1993 の Table	 II).	 

(b)	 ポアソン回帰による ERR	 と 90%信頼区間(同 Table	 VI)	 

(c	 )二項もしくは多項ロジットの推定値と	 t 値｡	 

(d	 )当該の死因で死亡したかいなかを二項ロジットの推定｡	 

(e	 )｢生存｣を基準として各死因での死亡を多項ロジットで推定した｡	 

	 

3)	 放射線生物関係のデータ	 

･プルトニウム内部被曝ラット実験データ	 

	 Oghiso	 et	 al.(1994)は､ラットにプルトニウム霧を吸引させ､死亡するまで飼育した｡このよう

にして収集したデータについて､内部被曝量と生存期間をプロットした｡図 1-(a)にあるように､

4.5Gy を越えると生存期間が急に短くなるようにみえる｡ただし､このグラフの横軸は線量の対数で

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
1 被曝寮について各個人内で[0,1]に正規化して階層型クラスタ分析を行った｡これに基づいて時系列での被曝パターンを

以下の 6 種類に分類した｡ 
	 ｢ピークがみられず全般的に被曝量が少ない(N=35,031 人)｣ 
	 ｢1950 年代後半に多く被曝(N=3,659)｣ 
	 ｢1960 年代中盤に多く被曝(N=7,894)｣ 
	 ｢1970 年代中盤に多く被曝(N=5,892)｣ 
	 ｢1970 年代後半に多く被曝(N=5,724)｣ 
	 ｢1950-70 年代にかけて多く被曝(N=1,890)｣ 
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ある｡線量をそのままプロットしてみると平均寿命は線量に対して線形で減少しており閾値のよう

な現象は見られない1｡	 

	 

	 	 
(a)対数目盛	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 (b)通常の目盛	 

注)対数目盛では被曝量 0 を 0.002 あたりにプロットしている｡	 

20Gy 被曝したマウスが 1 匹存在するが､通常目盛からは除外した｡	 

図 1	 Oghiso	 et	 al.(1994)のデータの二つの表示	 

	 

･ホルミシス効果	 

	 Nomura	 et	 al.(2013)は老化の早い klotho 変異マウスに対して､図 2 に示す条件でγ線を照射し､

死亡するまで飼育した｡図 2 の生存曲線群に対して log	 rank 検定を行い､5%水準で帰無仮説が棄却

されたとし､低線量被曝による寿命延長効果が観察されたとしている｡	 

	 ただし､グラフをみると明らかなように､最後の数匹が大きく影響しているようにみえる｡データ

は掲載されていないのでグラフからデジタイザでデータを読み取った｡各時点での生存数を重みと

して考慮する Wilcoxon 検定を行うと､被曝量群間で生存曲線が異なるという帰無仮説を棄却でき

なかった(χ2(3)	 =3.7,	 p=	 0.291)｡	 

	 

	 
図 2	 	 Nomura	 et	 al.	 (2013)の実験結果(同論文の図に加筆)	 

	 

4)	 福島甲状腺検査データの分析	 

	 福島県で行われている甲状腺検査について､公開されている市町村レベルのデータ(二次検査確

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
1 これを含む個体レベルの実験データが公開されている｡Oghiso and Yamada(2006) 
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定数)を用いて分析した(濱岡 2013a,b;	 Hamaoka	 2013b,2014b)｡なお被曝量については､WHO による

甲状腺被曝量(15~95mSv)を用いた(WHO	 2012,2013)｡	 

	 被曝量は｢悪性もしくは疑い｣については有意とはならなかったが､結節については有意となった

(表 5)｡被曝量の係数の t 値は､大きい結節よりも小さい結節の方が大きくなっている｡結節が成長

するには時間がかかることを考えると､整合的な結果ともいえる｡なお､先行研究では､被曝量と結

節の有無には正の相関があること(Schneider	 et	 al.	 1993;	 Imaizumi	 et	 al.	 2005,2006;	 Land	 

et	 al.	 2008)､結節がある者の方がその後の甲状腺ガンの発症確率が高いことが示されている

(Nagataki	 et	 al.	 1994)｡	 

	 この分析は公開されている市町村レベルのクロスセクションデータを用いた ecological	 study

であり､因果関係を主張することはできない｡個人レベルの例えば､ケースコントロール分析によっ

て､被曝量との関係を分析すべきである｡もしくは研究者が分析できるよう匿名化データを公開す

べきである｡もちろん､検査の継続､健康対策が必要であることはいうまでもない｡	 

	 

表 5	 福島甲状腺検査データ分析の結果(従属変数:結節)	 

	 
注)***:1%水準で有意	 	 **:5%水準で有意	 	 *:10%水準で有意	 

	 N=59 市町村｡甲状腺については､2013 年 8 月開催の 16 回福島県｢県民健康管

理調査｣検討委員会での結果(二次検査までの確定数)を用いた｡	 

	 

3.まとめと低線量被曝問題への統計学の貢献可能性	 

	 本研究では､放射線と健康影響に関する研究について批判的にレビューし､再分析を行った｡被爆

者のデータでは､様々な定式化を行い､線形モデルのあてはまりが最良であることを示した｡また､

米国核施設従業員データについて､層別に集計されたデータを用いた分析では放射線の影響は有意

とならなかったが､個票データを用いて個人レベルのモデルで分析したところ､有意な影響を検出

できた｡さらに､放射線生物学で閾値もしくはホルミシス効果を示唆する分析についても再分析を

行うことによって､これらが否定されることを示した｡	 

	 被爆者データの分析は､放射線疫学でももっとも重要な研究であり､線量のカテゴリ化､個人デー

タの層別集計､ポアソン回帰によるリスク評価という手順は､Chernobyl 周辺住民(Likhtarov	 et	 al.	 

2006)､Mayak 従業員(Gilbert	 et	 al.	 2013)､Techa 川流域住民(Schonfeld	 et	 al.	 2013)､国内の原

発従業員(放射線影響協会 2010)､原発従業員の国際比較(Cardis	 et	 al.	 2007)などでも用いられて

いる1｡このような手法は計算機のパワーが低い時代には正当化されたが､現在はそのような制約は

存在しない｡個人レベルデータを用いた再分析を行うべきである｡そのためには､時間共変量および

潜伏期間を導入したハザードモデルが必要となるだろう｡	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
1個人レベルでハザード分析を行う研究も散見されるが､このような分析方法は放射線疫学分野では現在も主流である｡ 
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	 当該分野の専門家への統計モデリングについての教育も必要である｡また､このような再分析が

可能になったのは､データが公開されているからである｡匿名化データの公開を促進する必要があ

るだろう｡	 

	 また､｢100mSv 以下にサンプルを限定すると､ERR=0 という帰無仮説が棄却されなかった｣という

結果を､｢100mSv 以下では健康への影響がない｣と解釈する例もみられる1｡これは仮説検定の意味が

理解されていないためである｡専門家の統計的知識の向上とあわせて､このような情報を伝えるメ

ディア関係者､さらには一般の方々への統計教育も重要である｡	 
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